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会の機能麻痺により第 41 条及び（特に）第 42 条の強制措置の適用が望み薄になるにつれて、
要件がより緩やかで柔軟性をもつ第 40 条の暫定措置が多用されるようになった。それも、第
40 条の範囲を超えて、ある場合には、第 42 条の軍事的強制措置の機能ともオーバーラップす
るような形で、また、ある場合には、第６章的機能とも融合するような形で、かなり融通無
碍な第 40 条の適用のされ方がこの時期の特徴であった。とりわけ、国連の実践を通して確立














関心は制裁措置（第 16 条）の整備にあったのであるが、1926 年頃から戦争防止のための予防







事会に提出された 1926 年のブルッケール（de Brouckère）の報告（9）や、1928 年のプラーグ
覚書（10）では、いずれも戦争の予防の重要性、そのために国際連盟の果たす役割が強調され、




章第 40 条の下での安全保障理事会の実践を完全に先取りしている。さらに、1927 年に連盟理






































武力紛争の予防ないし防止を目指す「暫定措置」の規定を新設し、それを第 2 項（現在の 39







委員会と本会議において異議なく承認されて、現在の第 39 条及び第 40 条となったのであ
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（2）第 40 条は、暫定措置が「当事者の権利、請求権又は地位を害するものではない（without 







































　第 40 条の規定の中で「第 39 条」への言及がなされているにもかかわらず（「事態の悪化を
防ぐため、第 39 条の規定により勧告をなし、又は措置を決定する前に、安全保障理事会は、
必要又は望ましいと認める暫定措置に従うように関係当事者に要請することができる」）、第
40 条の規定からは、第 39 条との関係はそれほど明確ではない。第 40 条の文言からして、安






でない。（また、第 39 条との関係でいえば、関係当事者への暫定措置の「要請（call upon）」
が安全保障理事会の行動様式として「勧告」であるのか、拘束力ある「決定」であるのかも










その条項が「ダンバートン・オークス提案」第 8 章 B 節第 2 項（現在の第 39 条）と、第 3 項
（現在の第 41 条）の間に、意識的に挿入されたことも、この解釈を支持するように思われる。
ケルゼンも、この解釈が論理的には妥当であるとする。（28）（ケルゼンは、次の点も根拠とす






















たが（決議 47（1948 年 4 月 21 日））、同決議は、紛争の継続が「国際の平和と安全の維持を
危うくする虞がある」と認定している。これは、憲章第 34 条の文言に拠ったものであり、事
態を第６章の下であるものと安全保障理事会が認識していたことを示すものである。（インド
による紛争の付託が「第 35 条」に基づいており、また「第 34 条」に基づき、調査委員会が
設立された（決議 39（1948 年 1 月 20 日））。）（33）また、キプロス紛争に関しても、安全保障









































採択された決議を見ると、明示的に第 39 条及び第 40 条が引用されているのは、初期のパレ
スチナ問題に関する３決議（ケース（1）の①）の他は、少数である。すなわち、イラン・イ
ラク戦争に関して 1987 年 7 月 20 日に採択された決議 598（1987）は、明示的に、第 39 条及
び第 40 条を引用し、事態を「平和の破壊」として認定するとともに、暫定措置（戦闘停止と
軍隊の撤退）が命令された。冷戦終了後では、湾岸戦争に際しての決議 660（1990）（1990 年
8 月 2 日）は、明示的に第 39 条及び第 40 条を引用して、「平和の破壊」の存在を認定し、イ
ラク軍の撤退などの暫定措置を下命した。もっとも、第 39 条・第 40 条を明示的に援用して
はいないが、決議又は決議案の本文から、また、決議の採択に至るまでの文脈から、決議が
第 40 条及び／又は第 39 条に依拠しているものと妥当に推定される文脈もある。朝鮮戦争に
関連して、理事会は、第 39 条及び第 40 条を条文名を挙げて引用することはせず、実質的に
適用した。朝鮮戦争に関する最初の理事会決議（決議 82、1950 年 6 月 25 日）は、北朝鮮に
よる大韓民国に対する武力攻撃が「平和の破壊を構成する」という認定を含み、「敵対行為の
即時停止」と北朝鮮軍隊の「撤退」をそれぞれ要請（前者は calls for、後者は calls upon）し










事会の扱いであった。最初にオーストラリアが提出した決議案（S/454（1947 年 7 月 31 日））
は、インドネシアとオランダの間の戦闘が「第 39 条の下での平和の破壊」を構成するとの認
定を含み、「第 40 条に基づき」敵対行為の停止と仲裁による解決を当事者に要請するもので
あった。しかしながら、討議を経て修正・採択された決議（決議 27（1947 年 8 月 1 日））は、
第 40 条への言及と、第 39 条に基づく明示的な言及とを削除したものであった（ケース（1）






れたが、そのいずれにおいても、第 40 条や第 39 条は明示的に引用されなかった。安全保障
理事会が、コンゴの事態が「国際の平和及び安全を脅かしている」という第 39 条に基づく公




































例が認められる。たとえば旧ユーゴスラビア内戦に関する決議 713（1991 年 9 月 25 日）、ソ
マリア内戦に関する決議 746（1992 年 3 月 17 日）、リベリア内戦に関する決議 788（1992 年





　（1）最初に、当時の、第 40 条及び第 39 条を援用した決議案とその採択・不採択の結果に
ついて（国連レパートリーに基づいて）整理すると、次のようである。（47）
　①第 39 条・第 40 条を明示的に援用する決議案が成立した事例。パレスチナ問題に関する
決議 54（1948.7.15）、決議 62（1948.11.16）、決議 73（1948.8.11）。
　②第 39 条を援用せず、第 40 条を援用している決議案の不採択。インドネシア問題（Ⅱ）
に関するポーランド案（S/589）（1947.11.1 否決）。ベルリン問題に関する６ケ国決議案
（S/1048）（1948.10.22 否決）。




　④第 39 条を援用するが、第 40 条を援用しない決議案。第 39 条に基づく認定の箇所を否決
し、次に同決議案の要請する措置を実質的に採択。パレスチナ問題に関するアメリカ決議案
（S/749）（1948.5.22）。
　⑤第 39 条及び第 40 条を援用した決議案を、両条への言及を削除した上で、否決。スペイ
ン問題に関するポーランド案（1946.6.24 否決）。



























するものであった。ところで、憲章第 2 条 7 項に関連する重大かつ複雑な法律問題を回避す
る必要上、両条への明示の言及に反対する意見が出され、討議の後、両条への言及のみを削





　その後、同年 10 月に、戦闘停止決議（決議 27（1947））が十分遵守されていないという領
事委員会の報告を受けて、インドネシア問題の理事会での審議が開始された（後出）。理事会








　（4）1948 〜 1949 年におけるパレスチナ問題の審議
　1948 年 7 月 15 日、安全保障理事会は、パレスチナ問題に関連して、はじめて、第 40 条及
び第 39 条を明示的に引用した決議を採択した。それ以前から、理事会は、パレスチナにおけ
る武力衝突に関して何度も決議を採択してきた。（1948 年に入ってからでも、4 月 1 日、4 月
16 日、5 月 22 日、5 月 29 日にわたって。）しかし、これらの決議はすべて、理事会により、
第７章ではなく、第６章の下での行動と見なされた。（51）7 月 15 日の決議で、はじめて問題は
正式に第７章の下に係属されたのである。すなわち、
　①同年 5 月 17 日に理事会に付託された決議案（アメリカ提出。S/749）は、パレスチナ問
題についてはじめて第 39 条に基づく認定をなし、関係当事者に敵対行動の停止と自軍への戦
闘停止命令の下命を要請するものであった。同案は第 40 条には言及していないが、提案国は










（1948 年 5 月 22 日）。採択された決議は第 40 条の文言に従った規定（「関係当事者の権利、請
求権又は立場を害することなく」）を含んでいたが、原提案国アメリカは同決議が第６章に基
づく行動であると言明した。つまり、5 月 22 日の決議の原案は第 39 条に基づく認定を含み、















　② 1948 年 7 月 15 日に採択された決議（決議 54）は、理事会の審議においてはじめて、「事
態が第 39 条の意味における平和に対する脅威を構成する」ものと認定し、「第 40 条に従って、
一層の軍事行動を中止し、そして、この目的のために、その軍隊及び準軍事的要員に対して
戦闘停止を命令するように」関係政府及び官憲に対して「命じ orders」た。つまり、第 39 条
と第 40 条がセットで明示的に援用された。




関係当事者に要請（call upon）した。すなわち、この決議においても、第 40 条への明示的な
言及がなされた。
　④ 1949 年 8 月 11 日に採択された決議（決議 73）は、1948 年 11 月 16 日の決議に従ってい
くつかの休戦協定が締結されたことに満足をもって留意し、「最終的な平和解決までの間、第






当事者間に戦闘行為が発生した時に、1948 年 7 月 15 日決議、1948 年 11 月 16 日決議などを
再確認し、敵対行為の停止と、休戦協定の規定に基づき義務的である他の措置をとることを
要請する決議を繰り返し採択している。（54）












（10 月 30 日、アメリカ決議案（修正付き）は表決に付されたが否決（拒否権）された。）（55）
　ここで若干のコメントを付すると、この発言にうかがえるように、この時期になると、第
40 条に対する国連の考え方が初期の頃とは大きく変化しているのを知ることができる。決議
の明文では「第 40 条」を引照していない決議案が実質的に第 40 条に基づくものと一般に受





















































改めて適用したりしてきた。（61）たとえば、パレスチナ問題に関する 1948 年 7 月 15 日の決議
（決議 54）は、安全保障理事会又は総会の今後の決定に従うことを条件としつつも、「パレス
チナの事態が将来平和的に解決されるまでの間」、「停戦が依然として効力を有する」と「決






































































求権又は地位」を害することになるのである。（74）（パレスチナ紛争に関して、1948 年 7 月 15
日に戦闘停止命令（安全保障理事会決議 54）が発出された後、10 月 15 日にイスラエル軍が
ネゲブ砂漠に侵攻した。11 月 4 日採択の安全保障理事会決議 61 は、「すべての当事者」に対
して、10 月 14 日に占めていた地点まで軍隊を撤退させるように要請したが、この措置は、実
はイスラエルのみを対象とするものであった。）（75）「平和の破壊」に相当する事態で、安全保
障理事会が、戦闘停止命令を発出し、交戦前の地点まで双方の軍隊の撤退を要請する場合、















































その決議を第 40 条の適用として見ることができるのかという問題、（82）また、第 40 条の「害
することなく」条項の意味・適用範囲に関する解釈問題などを発生させた。インドネシア独
立戦争に関する最初の安全保障理事会決議である決議 27（1947）は、当初の提案（オースト







「害することなく」条項は、1948 年 4 月 16 日の決議（決議 46）、5 月 22 日の決議（決議 49）、
5 月 29 日の決議（決議 50）、7 月 15 日の決議 54（「将来のエルサレムの政治的地位を害する




障理事会決議（11 月 4 日の決議 61 と 11 月 16 日の決議 62）の指示の下に成立した「休戦協



















①インドネシア独立戦争に関連した 1947 年 10 月の安全保障理事会の審議












































②パレスチナ問題に関連した 1948 年 11 月の安全保障理事会の審議
　1948 年 7 月 15 日の安全保障理事会の戦闘停止命令（決議 54）が受諾され、戦火は止んで
いたが、10 月 15 日にイスラエル軍がネゲブ（Negeb）砂漠に侵攻した。これを受けて、安全
保障理事会に、戦闘停止を再度求め、軍隊を 10 月 14 日の地点まで撤退させる決議案が提出
された。提案国は、いずれの当事者も戦闘停止違反を通じて軍事的又は政治的利益を得るこ
とはできず、軍隊の撤退が原状（status quo）を確立するための不可欠の基礎であることを強
調した。11 月 4 日、安全保障理事会は、「関係政府に対して、その権利、請求権もしくはパレ
スチナの将来の事態の平和的調整に関する立場を害することなく、また、国連加盟国が総会
において、このような平和的調整に関してとろうと欲する立場を害することなく、以下のこ




おける休戦協定の成立に向けての努力が払われ、11 月 16 日、調整官代理が提示した案を基礎
に決議 62（1948）が成立した。それによると、安全保障理事会は、「第 39 条」を援用した決
























































文の inviter）」は一見して非強制的な文言である（第６章の第 36 条 2 項参照）。第 39 条は、
先にも触れたように、第７章の下での安全保障理事会の行動の法形式として「勧告」と「決
定」とを区別しており、後者は、第 41 条及び第 42 条の措置（強制措置）の場合に限定され






が妥当である（→「第 39 条」））、第 40 条の「要請」がそれとは区別されるべきものであるな
らば（同条第一文では、「（第 39 条の）勧告」と「要請」とが使い分けられている）、第 40 条
の「要請」は、第 39 条の「勧告」とは異なった含意を持つものと読まれるべきであろう。第
40 条第 3 文は、関係当事者がこの暫定措置に従わなかったときは、そのことに「妥当な考慮」
が払われなければならないと規定する。この規定の含意は、暫定措置の「要請」に従わなか
ったことが、第 41 条及び第 42 条に基づく措置の決定にあたって当然に考慮されるというこ
とであろう。（98）こうして、第 40 条全体の構文からは、暫定措置に従わないときには、これ
に対して、第 41 条、第 42 条の強制措置をとることが暗示されているのである。したがって、
ここにいう「要請」は単なる勧告とは異なる、強制措置と連動した中間的な段階にある、す
なわち半強制性
4 4 4 4
をもっているということになろう。（99）そうだとすると、もう一歩進めて、第
40 条の下での暫定措置を「命令（決定）する」ことができるという解釈が、国連の「後に生
















このように、決議 54（1948）は、安全保障理事会が、第 40 条の措置を関係当事者に対する
「命令」として（つまり、拘束力ある「決定」の法形式で）発動することができることを一義
的明確に宣明した点で、重要な先例的意義を有する。その後の安全保障理事会決議、決議 56
（1948 年 8 月 19 日）、決議 59（同 10 月 19 日）、決議 73（1949 年 8 月 11 日）などは、いずれ
も、決議 54 が「第 40 条に基づく命令」であって、当事者に義務を課すものであることを確













②８年間に及ぶイラン・イラク戦争を終結に導いた 1987 年の安全保障理事会決議 598 も、第






　③ 1990 年の湾岸戦争に際して、イラクのクウェート侵攻後直ちに採択された決議 660（1990
年 8 月 2 日）も、「第 39 条」及び「第 40 条」を明示的に引用して事態を「平和の破壊」と認
定し、イラク軍の侵攻を「問責し」、イラク軍の即時・無条件の撤退を「要求（demand）」し
た。ここでも、第７章に基づいた命令的な暫定措置が指示されていることは明らかである。














　① 1950 年の朝鮮戦争勃発の時に直ちに採択された戦闘停止決議（決議 82（6 月 25 日））が
それである。同決議は、「第７章」・「第 39 条」・「第 40 条」の明示的な引用を避けているが、
北朝鮮の軍隊による韓国に対する「武力攻撃」を「平和の破壊」を構成するものとはっきり
「決定」（前文）し、敵対行為の即時停止を「要請（call upon）」し、北朝鮮当局（関係当事者）








する援助供与を慎む」ように「要請」しているが、これは、憲章第 2 条第 5 項の適用であり、
本文第 1 項の措置が「防止行動」にあたることを明らかにしている。（この点は後で触れる。）
次いで 6 月 27 日の決議 83 は、決議 82 を受けて、「国連加盟国」に対し、「武力攻撃を撃退し、
かつ、この地域における国際の平和及び安全を回復するために」軍事援助を韓国に対して提
供するように「勧告」している。これは、根拠条文に関して争いはあるものの、強制措置を





















もまた、広義の暫定措置に該当するものと見なすことができる。次いで、8 月 9 日の安全保
障理事会決議 146 は、前 2 回の安全保障理事会決議の効力を確認するとともに、事務総長に
よるその責任の遂行を要求し、ベルギー政府（関係当事者）に対して、新たにカタンガ州か
らの軍隊の撤退を「要請し」、カタンガ州への国連軍の駐留がこの決議の完全な実施のために
不可欠であると宣言し、最後に、憲章「第 25 条」及び「第 49 条」を明示的に引用して、「す
べての加盟国」に対して、以上の安全保障理事会諸決議の履行とその際の相互援助を「要請」
した（第 5 項）。このように、決議 146 は、「第 25 条」及び「第 49 条」を明示的に引用して、
同決議のみならず、前の 2 決議も拘束力を有することを明らかにしている。（111）コンゴ動乱の
場合、「国際の平和及び安全に対する脅威」の存在の決定は、1961 年 2 月 21 日の安全保障理
事会決議 161 において初めてなされたのであるが、それ以前の前記 3 決議が、第７章に基づ
いて、より特定すれば、第 40 条に基づいて採択されており、（112）関係当事者に対して、また
加盟国一般に対して拘束力を有するものと見なされていたことは、事務総長の第二報告（1960
年 8 月 6 日）や理事会における討議を通じて確認されるところである。（113）
　③また、1947 年のインドネシア独立戦争のときの安全保障理事会の実行は、次の通りであ
る。安全保障理事会の最初の戦闘停止（cease-fire）決議である決議 27（8 月 1 日）は、当事
者に対して、敵対行為を直ちに停止し、停戦合意に向けて交渉を行うように「要請」したも
のであるが、同決議は、原案（オーストラリア提案）にあった「第 40 条」及び「第 39 条」
の明示的言及がアメリカの提案を受けて削除された上で採択されたものである。しかし、当
のアメリカ代表が、決議採択のときも、その後の審議においても、再三、同決議及びその後












きにはしばしば「戦闘停止命令」の表現が用いられている。もっとも、8 月 26 日の安全保障











（10 月 22 日）と次の決議 339（10 月 23 日）は、すべての交戦当事者に対して即時の戦闘停
止（cease-fire）、軍隊の撤退を「要請（call upon）」しているが、「第 40 条」、「第７章」、「第
39 条」の引照はなく、また、「平和に対する脅威」などの存在の認定はなされていない。こ









議 209（1965 年 9 月 4 日）、決議 210（同 9 月 6 日））、後の決議では、同じ内容の措置を「要
求する（demand）」という表現になっている（決議 211（9 月 20 日）、決議 214（9 月 27 日）、
決議 215（同年 11 月 5 日）（この決議では「強く要求する」という文言である））。ここで「要
請」ないし「要求」されている措置は同一内容の措置であるから、先ほどの事例と同じく、









次パレスチナ戦争における、決議 54（1948 年 7 月 15 日、これは拘束力ある「決定」である）
に先立つ一連の決議がそうである。すなわち、1948 年 4 月 1 日、16 日、5 月 22 日、29 日の
安全保障理事会決議である。これらは、いずれも第 40 条の下での暫定措置が「勧告」された
と見るのが妥当である（前出参照）。また、1980 〜 87 年のイラン・イラク戦争の場合には、
暫定措置が「命令」されたのは、1987 年 7 月に至ってであるが（決議 598（前出））、開戦直























警告、措置の防止的性質（第 2 条 5 項）への言及等が特に考慮されることになろう。（126）
　次に、暫定措置決議の法的効果の問題と区別されなければならないのは、暫定措置の「要
請」と憲章第 2 条 7 項との関係である。憲章第 2 条 7 項は、国際連合が加盟国の国内管轄問
題に干渉してはならないと定めるが、「強制措置」の場合はその限りではないとする（同条
但書）。したがって、ここは、原則論で言えばこうであろう。すなわち、憲章上、暫定措置
は明らかに「強制措置」とは区別される。それゆえ、暫定措置の要請は、第 2 条 7 項但書の
例外には該当しない。つまり、暫定措置の要請の場合には、当事国の国内管轄事項の範囲を
侵してはならないことになる。たとえば、1960 〜 61 年のコンゴ動乱の際には、コンゴ国連




して、国連は、1961 年のカタンガ段階においても（同年 2 月の決議 162 の採択以後も）、な

























が執られる場合には、実行上、国内管轄権条項（第 2 条 7 項）の適用から除外されていると
見るのが適切である。
　暫定措置の法的効力の問題と関連するのが、「暫定措置」と「防止措置（preventive 
measures）」（第 50 条。第 2 条第 5 項及び第 5 条では「防止行動（preventive action）」）との
関係である。暫定措置が「強制措置」ではないことは、行論において明らかにされたが、そ
れが「防止」行動の範囲に入るかどうかは明らかではない。暫定措置が防止的性格















条 5 項、第 5 条、第 50 条は、いずれも「防止行動又は強制行動（preventive or enforcement 


















むことを要請する。」と規定する。これは、明らかに、憲章第 2 条 5 項を暫定措置に関連して
適用した条項であると言える。（第 2 条 5 項及び第 5 条は、「防止行動又は強制行動」に適用
される。直接には、「暫定措置」に言及していない。）同じように、パレスチナ問題に関して
暫定措置を適用した決議 50（5 月 29 日、第一次戦闘停止決議）は、「すべての政府に対して、
同決議の実施を援助するために、あらゆる可能な手段をとるように」要請しているが（本文













































ことになろう。総会は、憲章上、一定の制限に服するが（第 11 条 2 項末文及び第 12 条 1 項）、






























































要請する決議であった（安全保障理事会決議 27（1947 年 8 月 1 日））。この決議は、双方の当
事者によって受諾され、戦闘停止（cease-fire）は実現したが、決議中の「敵対行為の停止」
の解釈をめぐって鋭い対立が見られた（後述参照）。その後 1948 年 12 月に戦闘が再開したと
きに（オランダ軍による第二次「警察行動」）、安全保障理事会は再び「敵対行為の即時停止」
を求めた（安全保障理事会決議 67（1949 年 1 月 28 日））。
　武力紛争の発生に対して、安全保障理事会がとにかく先ず当事者に対して「戦闘行為の停
止（cease-fire）」を要請する決議を採択することは、次のパレスチナ紛争（1948 年〜 49 年）
においても踏襲された。1948 年 2 月にパレスチナ問題が総会から安全保障理事会に移される
と、安全保障理事会は、一連の決議において次第に表現を強めて「戦闘停止」の実現を交戦
当事者に要請した。すなわち、安全保障理事会は、先ず「暴力行為の停止」を（4 月 1 日）、
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動の見地から再審議されるであろう」と警告した（5 月 29 日、第一次停戦（cease-fire）決議
（決議 50））。同決議は、また、国連調停官に「戦闘停止（cease-fire）」の始まる日時を決定す
る権限を与えた。調停官はそれを 6 月 11 日と定めた。この決定は当事者によって受諾された
が、四週間が経過した後に、その更新は拒否され、戦闘は再開した。最後に、安全保障理事
会は、憲章第７章に基づく拘束的な「決定」で、「戦闘停止（cease-fire）」を当事者に課した
（7 月 15 日、決議 54）。すなわち、決議 54 において、安全保障理事会は、パレスチナの事態
が「憲章第 39 条の意味における平和に対する脅威を構成する」と認定（第 1 項）した上で、
「第 40 条」を明示的に引用して、当事者に対して、「一層の軍事行動を停止すること」、そし








（この決議に当事者は従ったが、実際には、戦闘停止は 10 月 15 日までしか続かなかった。）（155）
　1950 年 6 月に朝鮮戦争が勃発したとき、安全保障理事会は、直ちに、北朝鮮の軍隊の韓国
領内への侵入を「平和の破壊」と認定し、「敵対行為の即時停止」と北朝鮮軍の北緯 38 度線




















































































置は「交戦前の原状（status quo ante bellum）」を確立することを目指したものである。1947
〜 48 年のインドネシア問題の審議においては、「戦闘停止（cease-fire）」決議の成立後（1947






















急に討議を開始することに同意する、（172）などである。その後、1948 年 12 月に戦闘が再開し、
オランダ軍が原状線を越えて軍事進出したときにも同じ手法が用いられた。すなわち、1949

















両軍に対して 1949 年 1 月 1 日に下命されたが、委員会の提案を基礎に両軍司令官の間で合意
された停戦協定案は、両国の批准を得ることができなかった。（174）
　パレスチナ紛争の初期の段階において、1948 年 10 月のネゲブ地区における戦闘再開に関連
して、安全保障理事会は、11 月 4 日の決議（決議 61）において、「関係政府に対して、その












る（コンゴ動乱のときの決議 143（1960）、決議 161、162（1961 年、カタンガ段階）、1961 年
のチュニジア紛争に関する決議 164、1965 年の第二次インド・パキスタン戦争に関連して決
議 209、210、211、中東の六月戦争（1967 年）の際の決議 236、242 及び十月戦争（1973 年）


















































　1948 年 7 月 15 日の安全保障理事会の戦闘停止（cease-fire）命令（決議 54）（前出）は、そ
の年の 10 月中旬まで遵守されていたが、10 月 15 日にイスラエル軍によるネゲブ（Negeb）
への侵攻が始まった。11 月 4 日に採択された安全保障理事会決議 61 は、「すべての当事者」





とられるべき一層の措置に関して検討する、とした。次いで 11 月 16 日に採択された決議（安







定の締結を「第 40 条の暫定措置」として考えていることが明らかになる。1949 年 1 月には、
イスラエルとエジプトの間で先ず停戦合意が成立するが、それには、国連オブサーバーによ







































































1948 年 5 月 22 日の決議）。（ⅱ）当事者に対して、従前の決議に加えて、事態の変化に対応
するために必要又は望ましいと理事会が考える追加的な措置に従うように要請する（同じく
1948 年 5 月 29 日の決議）。（ⅲ）第７章に基づく強制措置の適用可能性について言及する（同
じく 1948 年 7 月 15 日の決議）といった具合にである。第二に、当事者が暫定措置の指示に
従うように外部から支援したり協力するように「すべての加盟国」に対して要請することで



































派遣する権限が付された（1948 年 4 月 21 日の安全保障理事会決議 47）。その後の安全保障理
事会決議（1950 年 3 月 14 日の決議 80）では、新たに任命された国連代表の任務は、カシミ
ールの非武装化の実現を監視することになり、そのために少人数の将校で構成される軍事監
視団（「国連インド・パキスタン軍事監視団（UNMOGIP）」）が現地に派遣されることになっ
た（1951 年 3 月 30 日の安全保障理事会決議 91）。これは、今日なお現地において活動中であ
る。（198）
























MAC には、苦情申し立ての調査のために UNTSO の軍事要員を監視員として利用することが
認められた。）（203）引き続き、同年 7 月末までに、イスラエルとヨルダン、レバノン、シリア
三国との間にほぼ同じ内容の休戦協定が結ばれた。その後 1949 年 8 月 11 日の安全保障理事

















拒否権行使の常態化により（1945 年〜 1985 年の期間で 279 回）、安全保障理事会の第７章に































ONUC、キプロス紛争のときの UNFICYP、1973 年の UNEF Ⅱや UNDOF を通じて完成され
たものである。
　スエズ動乱と UNEF Ⅰの設立















①は第 40 条の暫定措置の要請に該当し、②は、第 2 条 5 項の適用に相当する。）11 月 4 日の
総会決議 998（ES-I）は、前決議に従い「敵対行為の停止を確保し、かつ監視する」ために、
関係国の同意を得て、緊急の国連軍を設立する計画を 48 時間以内に提出するように事務総長
に要請した。次いで、11 月 5 日の総会決議 1000（ES-I）は、事務総長の報告（「第一次報告
書」（A/3289））に基づき、敵対行為の停止の確保・監視のために緊急の国連軍司令部を設置






















の設立が、1948 年に始まる中東における一連の第 40 条の適用の延長線上












されないと留保しているが（第 9 項）。）同「報告」によると、UNEF には、軍隊の撤退を強
制するという観点から国連軍を設立とする場合と明白な違いが存在する。そして、UNEF は、
UNTSO の監視団とは異なり、事実上準軍事的性格を有しているが、軍事目的を持った軍隊で





































　付言すると、中東に関しては、1973 年の第四次中東戦争のときの UNEF Ⅱや UNDOF の
場合にも、同じことが言えよう。すなわち、基本的には、1949 年休戦協定システムの補強を
目指すものであり、1956 〜 57 年のスエズのシステム（方式）の継承であり、発展である。戦
争を終結させるために、安全保障理事会で採択された第一の決議（決議 338（1973 年 10 月 22
日））は、当事者に、即時の戦闘停止を要請し、停戦成立後直ちに公正で永続的な平和の樹立
を目指した交渉を開始するように要請した（狭義の暫定措置である）。第二の決議（決議 339
（10 月 23 日））は、前記の決議を確認し、双方の軍隊の撤退を促し、戦闘停止の遵守を監視す
るために国連監視員（UNTSO の要員があたる）を派遣するように要請した。次いで、10 月
25 日の決議 340 は、戦闘停止と軍隊の撤退を「要求」し、UNTSO の監視員の増員と新たに
国連緊急軍（UNEF Ⅱ）の設置を「決定」した。（UNEF Ⅱの暫定司令官には UNTSO の本
部長が任命され、また、キプロスに派遣されていた UNFICYP の要員が参加している。）その
後、また 1974 年 11 月 18 日、9 月 4 日の二度にわたるエジプト・イスラエル間の兵力引離し
協定により UNEF Ⅱには、シナイ半島の緩衝地帯（非武装化）とその両側の兵力制限地域に
介在し緩衝的役割を果たす任務が新たに加えられた。（この後、1979 年にはイスラエル・エジ






















　1960 年 7 月に独立直後のコンゴにおいて軍隊の暴動が発生し、これに対して植民地時代
の宗主国ベルギーが自国民保護と秩序維持のためと称して軍事介入した。コンゴ政府は国際





令官には、UNTSO の本部長を任命し、司令部幕僚に UNTSO の将校をあてた。）安全保障理







月 22 日に採択された二番目の安全保障理事会決議（決議 145）は、この事務総長報告を了承




な指示を求めた（8 月 6 日の第二報告（S/4417））。これを受けて採択された第三の安全保障理
事会決議（8 月 9 日、決議 146）は、コンゴ国内の法と秩序の完全な回復が、国際の平和及び
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安全の維持に効果的に寄与するものであるという認識を示した上で（前文）、①ベルギーに対
して、カタンガ州からの軍隊の即時撤退を要請（call upon）し、② ONUC が、中立性と不干
渉の原則を維持しつつ、カタンガに進駐することが必要であると宣言し、③「第 25 条」及び
「第 49 条」を明示的に引用して、すべての加盟国に対して、安全保障理事会諸決議の履行と
相互援助を要請（call upon）した。この後、緊急特別総会が召集され、9 月 20 日に総会決議
1474（ES- Ⅳ）が採択されたが、それは、これまでの安全保障理事会決議を完全に支持し、コ






































障理事会を招集した。事務総長の第一報告（7 月 18 日）は、法的観点から見て重要な２つの
要素として、「コンゴ政府からの要請」とともに「国際連合の介入を正当化する平和及び安
全に対する脅威」を挙げている。その後も安全保障理事会の審議における事務総長のステー
トメントは、決議 146 以前でも、「第 25 条」及び「第 49 条」に言及している。（228）そして、
決議 146 は、「第 25 条」及び「第 49 条」を明示的に引用して、安全保障理事会の「諸決定
（decisions）」が拘束力を有することを明らかにした。かくして、国際司法裁判所が 1962 年の



















を意識的に使い分けており、「第 25 条及び第 49 条」を明示して拘束的な指示であることを明






第 2 条 5 項（その「防止行動」）に該当するものと見るのが適切であろう（後出）。（235）③第三
に、特定の非国家主体を名宛人とする条項もある。事務総長や国連軍（ONUC）に対する指
示を別としても、直接又は間接に、カタンガ州当局、コンゴ国内の分離主義者その他の勢力














か、「関係当事者」といった第 40 条特有の文言が繰り返し使用されている。また、第 40 条
の「害することなく」条項への言及が、事務総長による理事会での発言や第三報告の中で、
また、総会決議の中で（決議 1474（ES-IV）第 6 項）なされている。（238）さらに、事務総長
は、理事会において繰り返し、これらの決議は第 40 条を基礎とするものと考えられると発言




務総長が終始、ONUC の行動には、国内管轄事項の制限（憲章第 2 条 7 項）が適用されると
主張していることも、状況証拠として挙げることができよう。すなわち、ハマーショルドは、
ONUC には「強制行動」をとることが許されておらず、第 2 条 7 項但書の例外は適用されな
いと、カタンガ段階になっても主張し続けたのであった。この点に彼が固執したのは、彼が、
























ず、内戦に巻き込まれるようになった。既に見たように、1961 年 2 月の決議 161 は、ONUC
に対して、内戦防止のために最後の手段として武力の行使を含む措置をとることを認め、さ



















































採択される（「第 2 条 5 項には勧告は含まれない」（ケルゼン）（250））。普通は、安全保障理事
会が、直接にか又は事務総長に授権することによって、補助機関が設立されることになろう
（つまり、前出の、Ⅱのタイプの暫定措置に該当する）。「防止措置」は「強制措置」とは区別




41 条・第 42 条）への接近が認められる。）ONUC 関連決議で言えば、決議 145（1960）第 2
項、決議 146（1960）第 5 項、決議 161（1960）B 第 3 項、決議 169（1961）第 11 項及び総会
決議 1474（ES-IV）第 5 項（a）、第 6 項は、憲章第 2 条 5 項を黙示的に援用したものと見な





　この他、スエズ動乱（1956 年）、キプロス紛争（1963 年）や第四次中東戦争（1967 年）に
おける国連平和維持活動（いわゆる PKO）の設立・活動に関する諸決議の中に「すべての加
盟国（又は国家）」を名宛人とする、実質的に第 2 条 5 項を適用したものと見なされる条項が
共通して認められることは、平和維持活動（PKO）を、第 40 条の「暫定措置」の延長上に
ある「防止措置」として考えて良い一つの証拠となるであろう。なおこの点に関して検討し





措置又は強制措置（preventive or enforcement measures）」を含むものではないことを強調










ますます増えてきている。また、第 2 条 5 項や第 5 条が制裁規定として作用するのは、平和
の破壊や侵略行為を行った国を対象とする場合（つまり、強制措置の場合）であり、（254）大方

























4 4 4 4 4
に関しては、提供国の同意は必ず必要であると言え
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